
◎　施策の基本情報

1　施策の目指す姿の実現に向けた主な取り組み実績

２　成果指標

３　成果指標の達成状況

達成度 達成状況に関する背景・要因

Ａ

■成果指標「地域の総課題件数のうち、地域で課題解決した件数の割合」・・・【達成度 ａ 】
　地域づくり交付金の交付が始まったH19は47.5％であったものが、H26は79.0％と地域で課題解決した割合が増えている
ことから、地域づくり交付金の成果が表れていると考える。

実績値

目標値

実績値

目標値

75.0 75.0 75.0

実績値 65.0 72.0 76.0 79.0

Ｈ２７ Ｈ２８
(基準年度)

地域の総課題件数の
うち、地域で課題解決
した件数の割合

コミュニティ会議が自ら地
域内の課題を把握し、自
ら取り組んで解決するこ
とにより、27の個性あふ
れる地域づくりが形成さ
れることから成果数値と
して設定した。コミュニ
ティ会議の役割は、住民
と協働して地域課題の解
決を図り、住み良い地域
社会をつくり上げることで
あることから、地域が自ら
課題に取り組んで解決し
た状況を示す指標

コミュニティ会議に聞き
取りをし、地域（コミュニ
ティ会議を構成する自
治会や専門部会）から
の課題件数（事業要望
数）と解決件数（事業実
施した件数）を把握し
集計する %

目標値

(1)自主的な地域づくり活動の活発化
○地域づくり交付金の交付
　・27コミュニティ会議に総額200,000千円の地域づくり交付金の交付
○情報交換会や研修会等の開催
　・「コミュニティ会議と市との協議の場」において、今後の地域づくりのしくみのあり方について協議（全体2回・花巻3回・大迫2回・石鳥谷3回・
東和3回）
○コミュニティ会議の改善検討と組織基盤確立のための支援
　・「コミュニティ会議と市との協議の場」における改善検討、地域支援室における庁内横断的なコミュニティ会議の支援
○コミュニティ会議の活動内容の広報
　・市広報におけるコミュニティ会議の活動紹介

成果指標名
成果指標設定の考え方

（なぜ、この指標で成果を測ることにしたの

か）

成果指標の測定企画

（どのように実績を把握するのか）
単位

数値
区分

Ｈ２３ Ｈ２４
Ｈ２５

Ｈ２６
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個性あふれる地域づくりが活
発に行われています

施策
主管課

地域づくり課
施策主管
課長名

久保田　留美子政策№ 4-1 政策名

施策№ 2 施策名
コミュニティ会議の
基盤強化

施策の
目指す姿

コミュニティ会議を中心に、自
主的な地域づくり活動を行っ
ています

総
合
計
画
中
期
プ
ラ
ン

現状と課題

地域主体のまちづ
くり

政策の
目指す姿

・地域の主体的なまちづくりを進めるための基本となる区域として、27のコミュニティ地区を置いています。地区内にはコミュ
ニティ会議が組織され、コミュニティ会議が主体となって地区の長期的な将来像を示す「地区ビジョン」に基づき、住民主体
の地域づくりが進められています。
・各コミュニティ会議では、地区内の生活環境整備のほか、3世代交流事業や郷土芸能の発表、6次産業化への取り組み
等、地域の特色を生かした個性あふれる事業が展開されています。

関係課名
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４　施策を構成する事務事業一覧

５　施策を構成する事務事業の検証

６　施策の総合的な評価

（①市民ニーズや市の関与の必要性が低下した事業、②投入コストのわりに成果が低い事業、③施策への貢献度の低い事業はない
か）

（施策の目標を達成するため、さらに成果の向上を図る事業はないか）
・地域づくり交付金については、「コミュニティ会議と市との協議の場」において使途基準について協議し、H27からの使途基準についても定
めたところである。今後も、地域づくり交付金のあり方についてコミュニティ会議と協議を継続し、あり方について検証していく必要がある。

（新たに取り組むべき事業はないか）
・地域づくり交付金のあり方について、コミュニティ会議と協議を継続し、よりよい地域づくりのしくみとすることが必要である。

3 コミュニティ会議と市との協議の場において改善検討し、地域支援室による庁内横断的なコミュニティ会議の支援を実
施した。
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4

番
号

2
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地域づくり課

「コミュニティ会議と市との協議の場」を持ち、情報交換や地域づくりのしくみの今後のあり方についての協議を実施し
た。（全体2回、花巻3回、大迫2回、石鳥谷3回、東和3回）

（課題）
・コミュニティ会議のあり方や地域づくり交付金のあり方については、引き続きコミュニティ会議と協議を行い、よりよい方向を目指していく必要
がある。コミュニティ会議との協議の場において、H27からは、振興センターの職員が非常勤一般職員とすることも理解を得た。今後の地域づ
くりのあり方について、市としても方向性を見定め、コミュニティ会議とともに同じ方向を目指していく必要がある。

（今後の方向性）
・コミュニティ会議のあり方、地域づくり交付金のあり方についてコミュニティ会議と協議した結果や検証した結果により、コミュニティ会議への
支援として、よりよい地域づくりのしくみとなるよう制度の構築を行う。
・地域づくりを推進するため、地域支援監によるコミュニティ会議の支援が重要であることから、地域支援室の強化を行う。

-

-

-

担当課事務事業名

事業内容（実績）

地域づくり交付金の交付（27コミュニティ会議へ200,000千円）

地域づくり活動推進事業 地域づくり課

情報交換会や研修会等の開催

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

-

施策への貢献度

直結度 成果

コミュニティ会議の改善検討と組織基盤確立のための支援 地域づくり課

コミュニティ会議の活動内容の広報 地域づくり課

市広報紙におけるコミュニティ会議の活動紹介を行った。（12回）

地域支援室業務 地域づくり課

地域課題解決に向け、アドバイスや市の担当部署とともにコミュニティ会議に対する支援業務を行った。
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